様式1-1
産業イノベーション人材育成等に資する高等学校等教育改革促進事業
改革促進事業計画書


１．基礎情報
・都道府県名：

・提出年月日：

・提出者（知事名と教育長名を記載すること）：


・事業計画名：
	



・基金管理事業計画の終了期限： 

・事業計画額（国庫補助申請額） 
 　※様式２の所要額整理表における額と一致すること。

・事務担当者連絡先
　※必要に応じて記載欄を追加してください。
	担当者
	担当者１
	担当者２
	担当者３

	職名・氏名
	
	
	

	TEL
	
	
	

	E-mail
	
	
	



・改革先導拠点がほかに国又は独立行政法人からの委託・補助（予定含む）を受ける場合には、以下に事業名を記載願います。
	改革先導拠点（学校名等）
	他の委託・国庫補助名

	
	

	
	

	
	






２．都道府県の体制整備等
（１）都道府県の教育・社会課題の構造分析（課題設定）
・全国及び各都道府県の人口動態、産業構造の変化を踏まえて、地域別就業構造の推計と高校学科構成の乖離、人口の将来推計、などの客観的なデータ（エビデンス）を活用しつつ、都道府県における人材育成上の課題や全ての生徒に対する学びの選択肢の確保に関する課題のうち、早急に取り組む必要があり、３つの類型の方向性に合致する課題を設定してください。課題設定の際には、「少子化は進んでいる」といった一般的な事象だけではなく、それらが及ぼす将来的なリスクや、解決すべき構造的な課題を記述してください。
・その上で、設定した課題に対し、本事業をどのように活用して解決を図るかについて、グランドデザインや都道府県の上位計画（今後策定予定の高等学校教育改革実行計画や産業振興ビジョン等）との関係も踏まえて記載してください。
　　※ワードボックスへの記載は３ページ以内に収めてください。

	【人材育成上の課題】




































【本事業を活用してどのように課題解決を図るのか】






（２）改革先導拠点の構成等
　・申請する改革先導拠点の構成と、選定理由を記述してください。
　　※１つの先導拠点で複数の類型に係る取組を行う場合、先導拠点ごとにまとめて必要事項を記載してください。
　　※学科欄については、本事業に係る取組を行う学科名を記載してください。（学科がない機関等の場合は記載不要です。）

①改革先導拠点の構成
＜基本＞※３校まで（他とは別の設置目的・改革目標である場合、複数類型を設定可）
	指定
	学校等名
	課程・学科 ※専門学科については（）内で大学科を記載すること
	申請する類型
※

	拠点①
	
	
	

	拠点②
	
	
	

	拠点③
	
	
	



＜追加提案＞※１校まで（上記＜基本＞とは別の設置目的・改革目標である場合）
	指定
	学校等名
	課程・学科※専門学科については（）内で大学科を記載すること
	申請する類型

	拠点④
	
	
	



②当該拠点を選定した理由
※１つの拠点において複数の類型を設定する場合には、類型ごとに選定理由がわかるように記載願います。
	拠点①
	

	拠点②
	

	拠点③
	

	拠点④
	






（３）改革目標を実現するための協力校
・改革先導拠点が、改革目標を実現するために必要不可欠な他の学校等を「協力校」として設定することができます。この場合においては、改革先導拠点と協力校とが、教育委員会も含めて事業の進捗状況等について、確認し、改善を図る仕組みを取り入れ、他校への普及の先導となる取組としてください。
※補助対象の範囲は公募要領７．のとおりであり、協力校における取組に関しては補助対象外ですが、改革先導拠点の取組内容の一環として、人員の派遣や備品等を貸与することを想定している場合には協力校として記載してください。
※協力校を記載する場合には、改革先導拠点と協力校との間で取組内容の調整をするための協議体制や打ち合わせの機会を設けることとしてください。
※改革先導拠点と協力校との間で教育課程に位置付ける遠隔授業を行う場合には、同時に授業を受ける一学級の生徒数は原則として40人以下とすることや、受信側の教室等に当該高等学校等の教職員を配置することなど、各種ルールを遵守するようお願いします。
※必要に応じて行を追加して記載してください。数多くの協力校を設ける場合には、申請書類の別紙として整理して提出してください。

拠点①（　）に係る協力校
	協力校名及び学科名
※高等学校の専門学科については（）内に大学科を記載すること
	協力校との連携内容

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



拠点②（　）に係る協力校
	協力校名
※高等学校の専門学科については（）内に大学科を記載すること
	協力校との連携内容

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



拠点③（　）に係る協力校
	協力校名
※高等学校の専門学科については（）内に大学科を記載すること
	協力校との連携内容

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	




（４）事業の意思決定・推進体制
本事業が、教育委員会のみならず、首長・関係部局等、地域の産業界や高等教育機関等と一体となって推進されるよう、以下の①・②の２つの段階における意思決定・推進体制を構築・記載してください。なお、体制の構築に当たっては、地域人材育成構想会議や地域構想推進プラットフォーム等の既存の協議体・ネットワークを積極的に活用し、外部の意見が実質的に反映される仕組みとしてください。
※指定都市立・市町村立の高等学校等を支援対象として申請する場合には、当該市町村が参画・取り組むことが確認できるような記載としてください。

①改革促進事業計画の検討体制（戦略・企画段階）
　・本申請に至るまでの間、どの高等学校等を改革先導拠点とし、どのような目標（育成する人材像等）を設定するかについて、どのような体制で、どのように決定したかを記載してください。
※総合教育会議等を活用し、知事部局（首長）、産業界、大学等の外部関係者が、構想段階から参画し、地域課題と教育改革の整合性が担保されている内容としてください。
※会議体等の設置が本申請までに間に合わない場合においても、どのように意見集約を図って改革促進事業計画を策定したのかについて具体的に記載してください。

	活用した会議体等
	既存の協議会等を活用　　　本計画のために新規設置☐
☐

□会議等の開催ではなく、個別ヒアリングで対応
□その他

	会議体等の名称
	

	主な構成員及びヒアリング対象
	【主な構成員】


【ヒアリング対象】



	外部意見の反映
	



②事業の実施体制（実行・運用段階）
　・事業計画の採択後、着実に実行に移すためのプロジェクトマネジメント体制（責任者、実務担当者、会議体）を記載してください。
※検討段階で関与した外部関係者が、事業計画の採択後も継続してモニタリングや改革先導拠点に対する支援等に関与する仕組みとしてください。
	実施体制の名称
	

	責任者
	

	実務構成員
	

	外部者の役割及び継続的関与
	

	既存プラットフォームとの連携
	





（５）都道府県全体のプロジェクト推進体制
・本事業は各都道府県の全庁的なプロジェクトとして推進されることを期待しているため、教育委員会と知事部局（総務部、企画部、商工労働部、農林水産部、健康福祉部等）が一体となった体制を構築する必要があります。この推進体制（参画する部局名及び具体的な役割・提供リソース）について記載してください。
・教育委員会の各課室だけではなく、知事部局の各部局についても、具体的役割を記載してください。
※指定都市立・市町村立の高等学校等を支援対象として申請する場合には、当該市町村が参画・取り組むことが確認できるような記載としてください。
	参画部局
	担当課
	具体的な役割・提供リソース

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	




（６）取組・成果の他校への普及
・都道府県として、改革先導拠点の取組・成果を、どのように域内の他校へ普及させるかについて、普及対象と想定する学校像や普及のための取組内容も含めて、具体的に記載してください。なお、普及先として域内の市町村立学校や私立学校も想定している場合には記載内容に盛り込むようお願いします。
・記載する普及方略がどの類型に係るものであるのかも記載してください。
※指定都市立・市町村立の高等学校等を支援対象として申請する場合には、当該市町村の取組が確認できるような記載としてください。
※ワードブックスへの記載は２ページ以内に収めてください。
	　



（７）高等学校教育改革実行計画の検討体制
・高等学校教育改革実行計画の検討体制等を記載してください。
※指定都市立・市町村立の高等学校等を支援対象として申請する場合には、当該市町村が参画・取り組むことが確認できるような記載としてください。
	【構成員】


【実行計画の策定時期】





2

